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Ⅰ　実践共同体研究の求められる背景

企業にとって，人材育成が長期的な課題である
ことは今も昔も変わらない。経営資源としての人
を育てることが，企業の競争力の源泉にもなる。
そこにおいて組織に属する従業員は，周囲の学習
資源を活用しながら，自発的に学び，成長するこ
とを求められている。確かに人が育つプロセスの
本質は「自学」であり，企業はそれをサポートす
るだけ（伊丹・加護野 2003）であるとはいえ，そ
の傾向は近年強まっているといえる。それは 2 つ

の背景が存在する。
1 つは企業の側に人材を育成する余裕がなく

なってきていることがある。『労働経済白書（平
成 24 年版）』によると，企業の考える人材育成の
問題点について，「指導する人材不足」「人材育成
の時間がない」「人材を育成してもすぐやめてし
まう」「鍛えがいのある人材が集まらない」の割
合が高くなっている。環境変化のスピードに対応
する形で人材育成がなされていない，企業に人材
育成をする余裕がないという問題は近年重要性を
増しているが（守島 2010），早期離職と採用する
人材に対する不満も，企業の即戦力志向の高ま
りと育成に対する意識の低下が将来に対する不安
を生み出しているともいえよう（玄田 2001）。さ
らに組織の中で教育に携わる人材の不足が目立つ
ようになり（中原・金井 2009），必ずしも適切な
人材が後進の育成に携わらないという現状もある
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実践共同体における学習と熟達化

本論文では，実践共同体（communities of practice）における学習と熟達化について，既
存研究を整理し，その概念，機能と役割，研究の可能性について考察する。実践共同体に
ついては組織における学習や熟達化に対して，多大な理論的・実践的示唆をもたらす可能
性をもっているが，その研究蓄積はあまり進んでいない。それは主要な実践共同体研究の
間で概念の意味するところに差異があること，組織との関係性が明確でないこと，および
どのような機能を内包し，どのような役割を果たせるかが明確でないことが理由としてあ
げられる。本論文はこれらの問題を解決し，実践共同体研究の進展に寄与することが目的
である。本論文の構成は，まず実践共同体研究を取り巻く人材育成の現状について整理し，
次に実践共同体概念について既存研究の検討を行う。その上で実践共同体の要件，目的，
構築の可否，および公式組織との関係性について整理する。そして実践共同体の機能とし
て正統的周辺参加・複眼的学習，公式組織とのループ学習をあげ，その果たす役割につい
て整理する。最後に実践共同体研究の可能性について，個人・組織・組織間・地域社会と
いう次元ごとに考察し，管理職研究の可能性も議論する。
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（守島 2010）。特に管理職においては「学習のリー
ダーシップ」によって自身の熟達のみならず，組
織成員を学習させることも求められる（Garvin  
2001）。人材育成に対するニーズは高まっており

（中原 2010），管理職の側も組織成員の側も，企業
に自身の育成・教育を委ねているだけではいけな
い。そこから個人の自発的な学習と，それを促進
する周囲の支援が求められているといえる。

もう 1 つは自律的なキャリア形成に対するニー
ズの高まりである。企業に属する従業員も将来に
対する不透明感から，急な状況の変化に対応し
て自律的なキャリアデザインを志向したり（高橋
2000），「人生の節目」においてキャリアを考えた
り（金井 2002），自身のキャリアに応じて能力形
成を考えたり（大久保 2010），といったことが求
められている。『労働経済白書（平成 24 年版）』に
おいても自律的なキャリア形成や自己啓発につい
ては個人主体で行うべきという考え方の企業が多
い。そしてそれは現場の社員のみならず，管理
職に対してもいえる。ライフサイクル論に基づく
キャリア（Levinson 1978）やキャリアステージ論

（Schein 1978）の進展に伴い，生涯学習の必要性
が高まり，管理職に対してもさらなる熟達が求め
られるようになった（金井 2002; 元山・金井・谷口
2012）。キャリア形成と能力形成は一体のものと
して考えるべきであり（松本 2008），その意味で
も個人のキャリアに資する自発的な学習が必要と
されているといえる。

以上のような背景から松尾（2012）の経験学習
理論など個人の学習・熟達化，および中原（2010）
の職場学習理論や鈴木（2013）の職場支援のマネ

ジメントなど，個人学習およびそれを促進する要
件についての研究が近年高まりを見せている。本
論文で取り扱う実践共同体研究は，個人の学習・
熟達化研究と問題関心を同じくしながら，それを
異なる視点，つまり「学習のための共同体におけ
る学習」という概念を用いて取り扱おうとするも
のである。

われわれの問題意識をよりよく説明することに
資する，組織における課題は「学習のミスマッ
チ」である。Schein（1978）の調和過程でも個人
の意向と組織の問題とがすりあわされる形で教育
訓練が行われる重要性が指摘されているし，次節
で見ていく Lave and Wenger（1991）でも現場
における教育・学習 2 つのカリキュラムのすり
あわせについて述べられているが，個人の自発的
な学習活動が推奨されるに伴い，すりあわされな
い部分が出てくる。これが学習のミスマッチであ
る。具体的には組織で学ぶことができない内容の
ミスマッチ，個人が学びたい内容に組織が関心を
もたない関心のミスマッチ，組織が指導する知識
や力量をもっていない指導のミスマッチ，一緒に
学ぶ仲間がいない仲間のミスマッチ，などが含ま
れる。このミスマッチを解決する方法はいくつも
考えられるが，その有効な手段の 1 つとして個人
が学びたい内容を，関心を持った仲間とともに，
他者の支援を得て，学ぶ共同体に参加することが
考えられる（図 1）。図 1 では A と B の重なる部
分が少ないことがミスマッチであり，A と B の
重なる部分を，両者をすりあわせることでできる
だけ増やすことが個人にも組織にも求められて
いた。個人は社会化によってそのすりあわせを

A B                     C

A：組織で学べること　B：個人が学びたいこと　C：実践共同体で学べること

図 1　自律的学習における「3つの輪」モデル
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行い，組織は教育によって重なる部分を増やそう
とする。しかし実践共同体の目指すところは，そ
の A と重なっていない B 部分を学習するための
共同体を構築，あるいは既存の共同体に参加し，
その C 部分で補おうということである。そして
個人が所属する実践共同体は 1 つである必要はな
く，より重なり合う部分が増えていくことになる。

以上のような背景から，個人の自発的な学習に
資する実践共同体研究は求められているといえ
る。次節では実践共同体の主要な研究の内容につ
いてみていくことにする。

Ⅱ　実践共同体の概念的検討

1　実践共同体の主要研究の検討

実 践 共 同 体 の 定 義 は，Wenger, McDermott 
and Snyder（2002）の「あるテーマにかんする
関心や問題，熱意などを共有し，その分野の知
識や技能を，持続的な相互交流を通じて深めて
いく人々の集団」が代表的なものである。簡単
にいえば「学習のための共同体」といえよう。
しかし実践共同体とは何かという問題に答える
ためには，実践共同体についての主要な研究を
理解することが必要である。主要な研究とは本
論 文 で は，Lave and Wenger（1991），Brown 
and Duguid（1991），Wenger（1998）， そ し て
Wenger, McDermott and Snyder（2002）の 4 つ
の研究を指す。実践共同体研究が組織論の分野で
進展しない最大のボトルネックは，これらの主要
な研究間で，実践共同体の概念の意味するところ
が異なっているということである（松本 2012b）。
それを解消するためには，共通点と相違点をうま
く整理し，組織との関係性を含め，実践共同体の
概念を整理拡張する必要がある（荒木 2007; 筒井
2011）。まずはこれらの主要研究について概観す
る 1）。

実践共同体研究の源流は Lave and Wenger
（1991） に 求 め る こ と が で き る。 そ こ で は 学
習 者 が 正 統 的 周 辺 参 加（legitimate peripheral 
participation）という学習の枠組みの中で，参加
を深めていく共同体として実践共同体があげら

れている。Lave and Wenger（1991）において
は知識や技能の修得には，新参者が実践共同体
へ，社会文化的実践を通じて十全的参加（full 
participation）を果たすことが必要であるとす
る。そして実践共同体の成員になるということに
価値を見いだしながら，実践共同体に参加を深め
ていくことを通して，技能の獲得と成員のアイデ
ンティティの発達を達成していくことが，正統的
周辺参加の基本的な考え方である。

実践共同体について Lave and Wenger（1991）
は，「実践共同体というのは人と活動と世界の間
の時間を通しての関係の集合であり，またそれ
に接したり重なり合ったりしている他の共同体
との関係を持っている」と指摘している。この
箇所では後の研究で取り上げられる多重成員性

（multimembership）について触れている。また
彼らは仕事場以外の個人的な人間関係に基づく
共同体を「隙間に生じる実践共同体（interstitial 
communities of practice）」と表現している。すで
にこの時点で，後の研究につながる多様な知見が
もたらされている。

Lave and Wenger（1991）の研究をより大き
な枠組みとして昇華させたのが Wenger（1998）
である。そこでは実践共同体を，さまざまな実
践による相互作用によって，意味（meaning）を
生成し，共同体を規定し，自身のアイデンティ
ティ（identity）を規定するものとしてとらえる。
また共同体の境界（boundary），ローカリティ

（locality）も絶えざる実践によって常に変容して
いく，相互構成されるものとしている。Wenger

（1998）の実践共同体概念ではこの相互構成性が
強調されている。

実践共同体における学習については，Wenger
（1998）は学習者の共同体への関わり方（所属：
belonging）をデザインすることであるとする。す
なわち共同体の中で参加・不参加や創発的な行動，
共同体外との交流や共同作業などの度合いをデ
ザインしていくことである。この点は Lave and 
Wenger（1991）での「十全的参加」へ向かう参
加の概念をさらに精緻化している。時には「不参
加という参加」の形態をとったり，周辺からより
中心的なポジション（あるいはその逆）へと関わ
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り方を変えたり，時には異なる共同体との相互作
用をも視野に入れた，より広範な所属（とそのた
めの実践）の枠組みを提唱しているのである。

Wenger（1998）において共同体と組織，およ
び共同体同士の関係性を考える上で重要な概念が

「布置（constellation）」である。学習者は自分の
共同体および関係する他の共同体を含めて，実践
にかかわる自分の世界の全体像，「布置」を構築
する。これは仕事においては自分がどこに属し，
誰と知り合いで，どこの誰と協働し，競争し，ま
た取引しているかについての，自分なりの「共同
体の地図」ということができるであろう。それは
個々人が作り上げるもので，人によって違うが，
共有することもできる。他方で企業には組織図の
ように，企業によって規定された組織形態，「配
置（configuration）」もあり，両者は相互に影響し
あう裏表の関係にあるといえる。そしてその相互
補完的な両者のすりあわせによって布置（共同体
の地図）は形作られるとされている。これは公式
組織と実践共同体の関係を考える上で大きな示唆
を与えてくれる。

経営学の分野において実践共同体をその研究対
象に押し上げたのが Brown and Duguid（1991）
である。そこにおいて実践共同体の概念は，仕事

（working）と学習（learning），そしてイノベー
ション（innovation）の相互関連性・相互補完性
を高める触媒的な存在として位置づけられてい
る。彼らは三者は本来密接に関係していなくては
ならないにもかかわらず，相互にコンフリクトが
起きているとし，その要因を現場の教訓や知識と
実践との間の乖離に求める。実践を仕事の理解
の中心に置くことで，それらは正しく理解される
としているのである。彼らの考え方のポイント
は，よいと信じられている知識と，実践に基づく
知識との差異にある。組織では抽象的で規範的な
知識（canonical knowledge）が良いとされている
が，現場では実践に基づく非規範的な知識（non-
canonical knowledge）への需要が高い。彼らの取
り上げている Orr（1990）の研究を例にすると，
コピー機修理のマニュアル（規範的知識）よりも，
現場の技術者は即興的実践によって生み出された
やり方（非規範的知識）を用いているということ

である。そして両者の差異が仕事に対する理解，
実践に基づく学習，環境や組織に対する新しい解
釈からのイノベーションに結びつくとしているの
である。

Brown and Duguid（1991）は集団と実践共同
体の関係性について，組織論で一般的に語られ
る，規範的で境界がはっきりしていて組織によっ
て構築される集団と違い，実践共同体は認識され
にくく，非規範的な性格であるとする。実践共同
体は流動的で，相互進入性があって境界がなく，
そして創発的である。そこから学習にかんする中
心的問題は，創発や既存の実践共同体の発見と支
援であるとする。Brown and Duguid（1991）は
実践共同体を組織や集団とは別のものであり，な
おかつ組織内で併存可能であると考えている。そ
して公式組織だけ見ていると実践共同体を見逃し
てしまうとする一方，チームや作業グループで
学習を進めようとすると，従業員が自らを個とし
てみて孤立してしまうとして，学習を促進するに
は，目指す実践共同体のメンバーシップとアクセ
スを促進することであるとしている。

そしてWenger, McDermott and Snyder（2002）
は，特にナレッジ・マネジメントと知識創造活
動において，実践共同体を知識の創造・保持・
更新の装置として位置づけ，実践共同体を先に
述べたように定義した上で，実践共同体を企業
内に「育成」することをマネジメントの基盤に
据え，その方法論を議論している。彼らの実践
共同体による学習のポイントは「二重編み組
織（double-knit organization）」の概念を提示して
いることである。実践共同体のメンバーは同時
に公式組織にも所属しており，その多重成員性

（multimembership）が学習のループを生み出すと
している。すなわち公式組織の一員として職務を
遂行し，新しい問題に直面すると新しい解決方法
や知識を考え出す。その経験や知識を実践共同体
に持ち込んで議論し，一般化あるいは文書化し，
問題解決に対する支援を得て，また公式組織にそ
れを持ち込み，現実の問題に適用するというルー
プである。彼らは実践共同体と公式組織は別個の
存在と位置づけている（図 2）。

その上で Wenger, McDermott and Snyder（2002） 
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は，実践共同体育成の 7 原則，すなわち（1）進
化を前提とした設計を行う，（2）内部と外部それ
ぞれの視点を取り入れる，（3）さまざまなレベル
の参加を奨励する，（4）公と私それぞれのコミュ
ニティ空間を作る，（5）価値に焦点を当てる，（6）
親近感と刺激を組み合わせる，（7）コミュニティ
のリズムを生み出す，を規定したり，実践共同
体のメンバーを参加度合いによって「コーディ
ネーター」「コア・メンバー」「アクティブ・メン
バー」「周辺メンバー」に分類したり，実践共同
体育成の5段階，すなわち「潜在（potential）」「結
託（coalescing）」「成熟（maturing）」「維持・向上

（stewardship）」「変容（transformation）」の 5 段階
を詳細に記述していったりしている。実践共同体
の構築・運営にかんしてマネジメントの視点を取
り入れているのが特徴であるといえる。

2　実践共同体の概念的検討

以上のようにLave and Wenger（1991），Brown 
and Duguid（1991），Wenger（1998），そしてWenger, 
McDermott and Snyder（2002）という主要な 4
つの実践共同体研究についてみてきた。ここで実
践共同体概念について検討を加える。

4 つの研究の間に横たわる概念的差異から生じ
る問題は以下の 4 点である。第 1 に実践共同体の
必要な要素について整理すること，第 2 に実践共
同体の目的についても検討する必要がある。第 3
は「実践共同体はつくれるのか」という問題，第
4 はそれと関連して，公式組織と実践共同体との

関係についてである。これらの問題について整理
することが，実践共同体研究を進展させることに
つながる。

まず最初の実践共同体の要件についてである。
Wenger, McDermott and Snyder（2002） は 実
践共同体の構成要素は，領域（domain）・共同体

（community）・実践（practice）の 3 つであるとし
ている。他の研究については共同体・実践の 2 つ
で，領域はあがっていないが，他の研究は実践に
よって領域が規定されるのであって，領域がない
わけではない。領域は実践共同体の目的に通底す
る不可欠な要素である。したがって実践共同体の
構成要素は共同体・実践，およびそれによって規
定される領域の 3 つであるとしてよいであろう。

そこから次に実践共同体の目的について検討す
る必要が生じる。具体的には Lave and Wenger

（1991）では事例としてさまざまな形で労働に従
事する人々が取り上げられているが，実践共同体
について労働や生産物などの形で成果を出すこと
は必要なのかという問題である。これについては

「実践共同体の目的は学習を第一義とする」と明
確にしなくてはならない。もともと実践共同体研
究の源流は，Lave and Wenger（1991）による正
統的周辺参加という学習の枠組みを提示するため
の研究である。加えてあくまで共同体の成員は実
践に携わるのであり，労働およびその成果をあげ
るということはその実践の 1 つの形にすぎない。
このことはのちにふれる，組織と共同体の関係に
おいて重要な点である。

知識資本の適用
・問題解決
・品質保証
・知識の活用

公式組織
（ビジネスプロセス，
　作業グループ，
　チーム）

実践共同体 学習

知識資本の世話
・共有
・文書化
・知識の活用

図 2　多重成員性の学習サイクル

出典： Wenger, McDermott and Snyder（2002：19）を参考に，筆者作成。
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3 つめの問題，「実践共同体はつくれるのか」
については，Lave and Wenger（1991）が一から
実践共同体を構築することを想定していないの
に対し，Brown and Duguid（1991）は公式組織
の中に実践共同体を見いだす，発見するという
立場，そして Wenger, McDermott and Snyder

（2002）が作れる，育成することが重要であると
いう立場とさまざまである。これについても「構
築可能である」と明確にする必要がある。その構
築について，個々の成員の実践によって共同体
の意味や境界，学習のあり方が導かれるのであ
れば，そこに組織マネジメントによる構築の余
地が生まれると考えられるからである。Wenger, 
McDermott and Snyder（2002）の主張する 7 つ
の原則や 5 段階の構築過程はその可能性を示して
いるものであり，そのマネジメントと学習の中
で，文化的歴史的要因を学習資源として用いた
り，実践の促進・制約要因として影響を受けたり
すると考えられる。いずれにしても実践とそれ
に基づく参加のあり方が重要なのである。ただ
Wenger, McDermott and Snyder（2002）の想定
する多産多死的な考え方はなじまないかもしれな
い。

4 つめの問題は実践共同体と公式組織との関係
についてのものである。この点は組織論的研究を
進める上で避けては通れない問題である。つまり
労働の場である組織を共同体と同一視するのか，
もしくは別の存在と考えるのか，である。既存研
究でも主張が分かれるところであるが，まず実践
共同体の目的は学習を第一義とするものであると
いうことを確認する必要がある。公式組織の第一

義の目的は集団の目標達成であり，多くの場合そ
れは売り上げなどの組織的成果である。学習は成
果およびその効率向上のための手段である。こう
考えれば公式組織と実践共同体は別と考えられる
が，他方で Brown and Duguid（1991）は組織を
実践共同体の集合と考えることは有効であるとし
ているし，組織において実践によって参加を深め
る，正統的周辺参加の過程をたどることによって
学習することも可能と考えられる。この差異を整
理するために，先述の Wenger（1998）の主張す
る布置（constellation）の考え方を用いる必要が
ある。Wenger（1998）は学習者は実践にかかわ
る自分の世界の全体像，布置を作り上げるとして
いる。そして外的なイメージである配置と，実践
によって得られる布置とをすりあわせ，相互構成
的に自分なりの「共同体の地図」を作り上げる。
この布置（あるいは共同体の地図）の中には所属
する公式組織も，実践共同体も含まれており，そ
れぞれについて Lave and Wenger（1991）の指
摘するように，正統的周辺参加は分散して行わ
れる。このように考えると，公式組織は実践共
同体とは別個の存在でありながら，布置（あるい
は共同体の地図）を構成する一部となる。そして
正統的周辺参加は分散して進行しつつも，公式
組織と実践共同体の間で構築される学習のルー
プ（Wenger, McDermott and Snyder 2002）も想定
できる。したがって公式組織と実践共同体の関係
は，両者は別個の存在であるが，同時に広義の実
践共同体（布置・共同体の地図）の中に含まれて
いる，ということができる（図 3）。

実践共同体

LPP

LPP

公式組織

実践共同体
LPP

布置，あるいは共同体の地図

実践共同体
LPP

（相互交流）

（学習のループ）
（学習のループ）

※ LPP= 正統的周辺参加

図 3　実践共同体と公式組織の関係
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Ⅲ　実践共同体の機能・果たす役割

1　実践共同体の機能

前節でその特徴を明らかにしてきた実践共同体
は，どのような機能を内包し，どのような役割を
果たすべきなのであろうか。本節ではその点につ
いて整理する。実践共同体の役割を論じるために
は，OJT・Off-JT などの他の人材育成方法，イン
フォーマル組織や人的ネットワークなどの他の組
織形態と比較して，実践共同体のもつどのような
機能が優れているかを明らかにしなくてはならな
い。このような問題意識のもとで実践共同体の内
包する機能について考えてみると，それは先述の
正統的周辺参加と，公式組織から「距離を取る」
こと，「複眼的学習」と呼ぶべき学習スタイル，
そしてそれを踏まえた多重成員性に基づく二重編
み組織のループ学習の 4 つに整理することができ
る。以下順に説明する。

正統的周辺参加は先に触れたとおり，社会的実
践を通じて実践共同体への参加を深めることで，
技能獲得と成員のアイデンティティ構築をはかる
学習の枠組みである。その実践のあり方は共同体
ごとに，あるいは成員の布置（共同体の地図）の
一部である組織によっても異なるといえる。ここ
で重要なのは，実践共同体（あるいは組織）ごと
に，正統的周辺参加は分散的に，同時並行的に
達成されるということである（Lave and Wenger 
1991）。

2 つめの実践共同体の機能は，職場から「距離
を取る」ということである（松本 2012b）。この点
は OJT・Off-JT との比較に関連する。OJT は仕
事の中で学ぶのに対し，Off-JT はそこから離れ
ているとされる（寺澤 2005）。しかしそれはあく
まで「仕事の現場」から離れているのであり，業
務の一環である。それに対して実践共同体は学習
者が学びたいものを学ぶための共同体である。学
習者は共同体に集う仲間と相互交流を通じて，知
識や技能を深めることそれ自体の意義のために学
習する。それが眼前の仕事に役立つかどうかは
個々の事情によって異なってもよい。実践共同体
が「学習のための共同体」といわれる所以であ

る。また実践共同体は組織以外の「別の居場所」
でもある。そこには Wenger, McDermott and 
Snyder（2002）のいう「アイデンティティの拠り
所（home of identity）」があり，その意味でも職
場から離れている。つまり業務の一部として現場
から離れるのと，業務から離れて異なる場所に行
くのとは意味が異なる。実践共同体は物理的にも
精神的にも仕事から「距離を取る」ことを可能に
する。それは次に述べる「複眼的学習」における
前提でもある。

3 つめの機能，複眼的学習（multifaceted learn-
ing）とは，実践共同体での実践で得られる非規
範的視点（non-canonical view）と，公式組織で
遵守することをよしとされている規範的視点

（canonical view）との間の差異を見いだし，それ
によって学習することである。それが現場視点で
の仕事の理解を促進し，実践と不可分な学習を促
進し，組織の固定的で規範的な視点と，実践を
変容する挑戦の間にあるギャップを埋めること
でイノベーションを促進する（Brown and Duguid 
1991）。そこからさらに起こる学習は「準拠枠
の 変 更 」（reflaming） で あ る。 こ れ は Argyris 
and Schön（1978）におけるダブル・ループ学習

（double-loop learning），Fiol and Lyles（1985） に
おける高次学習（higher-level learning），および
加護野（1988）におけるパラダイム転換のよう
に，問題，状況，人間，目的に関する認識枠組み

（Watkins and Marsick 1993）を個人レベルで修正・
変更する，メタレベルの学習である。そのような
学習は規範・非規範的視点の差異と，違う認識枠
組みをもつ他者との交流によって促進される。実
践共同体に多重に所属することが，そのような
メタレベルの学習を促進するのである（Wenger 
1998）。他方で Fiol and Lyles（1985）のいう低次
学習（lower-level learning），スキルや知識の獲得
も実践共同体で達成されることはいうまでもない
ことである。

そして実践共同体の機能としてもう 1 つあげら
れるのが，公式組織と実践共同体の多重成員性に
基づくループ学習である 2）。Wenger, McDermott 
and Snyder（2002）が公式組織と実践共同体との
相互作用を意図した複合的な組織形態としての二
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重編み組織（double-knit organization）において，
学習を促進する重要な要因と位置づけているのは
多重成員性（multimembership）である。公式組
織と実践共同体に同時に所属するというポジショ
ンをいかし，実践共同体の能力と，公式組織に必
要な知識とを組み合わせることが求められている
とする。チームの問題に取り組み，問題に突き当
たったときは実践共同体に知識や意見を求め，そ
れをチームに持ち帰って問題に適用し，そこから
学習するという多重成員性のサイクルモデルを作
り上げることが重要であるとしているのである。
この点は明確な学習目的を持たないインフォーマ
ル組織や人的ネットワークではなしえない学習形
態であるといえる。

2　実践共同体の役割

以上のように実践共同体の機能として，正統的
周辺参加と，組織から距離を取ること，本論文で

「複眼的学習」と呼ぶべき学習スタイル，そして
それを踏まえた多重成員性に基づく二重編み組織
のループ学習について説明してきた。それを踏ま
えて本項では，実践共同体がどのような役割を果
たすことができるかについて説明する。

まず本論文での主たるテーマである個人学習・
熟達化の促進である。学習者は正統的周辺参加の
枠組みの中で，実践共同体への参加を深めること
により熟達化していく。学習者は布置（共同体の
地図）の一部としての組織に所属しながら，同時
に複数の実践共同体にも所属すると仮定しよう。
学習者はそれぞれに対して分散して正統的周辺参
加の枠組みで参加を深めつつ熟達化していく。加
えて職場から距離を取ること，および規範的視点
と非規範的視点との差異から複眼的学習を行い，
実践に基づく仕事の理解・学習の促進，および準
拠枠の変更・再構築を達成することができる。自
身の仕事に対する別の見方をもち，多様な視点か
ら自身の技能，知識，キャリア等について考えを
深めることができるのである（荒木 2007，2009）。
そしてそれぞれで得られた経験・知識・技能をお
互いに比較したり，一方から他方に適用したりし
て，多重成員性に基づく学習のループを駆動させ
ることができる。これが実践共同体における個人

学習・熟達化の独特な点である。加えて正統的周
辺参加は，熟達とアイデンティティの構築（Lave 
and Wenger 1991），キャリアを包括的に扱うこと
ができる（松本 2008）。Ibarra（2003）は実践に基
づくキャリア・アイデンティティを修正すること
をキャリアデザインととらえているが，多様な参
加の形態がアイデンティティの多様なあり方をも
たらす（Wenger 1998; 松本 2011b，2013）。たんな
る知識獲得にとどまらない包括的な学習というと
らえ方が特徴であり，それは新人のみならず，熟
達の後期段階である管理職にとっても有効であ
る。両者の相互作用という観点をもつことが重要
である。

2 つめの役割として，チーム・組織学習の促進
があげられる。この点については組織学習論や

「学習する組織（learning organization）」論におい
て十分議論がされているが，実践共同体はチーム
や組織の境界を越えた学習という点で大きな役
割を果たすことができる。Wenger, McDermott 
and Snyder（2002）は実践共同体にできることと
して，ローカルに孤立した専門知識や専門家を結
びつけることをあげ，その「越境的」な機能を強
調している。実践共同体は組織の境界を越えた多
様な結びつきと相互作用を生み出すことができ
る。それは多様な視点を学習者にもたらし，あわ
せて学習のループを生み出す。重要なのは「学習
する組織」と実践共同体における学習は両立する
ということであり（松本 近刊），実践共同体は組
織学習に対して新たな学習のエンジンを加えるこ
とができるのである。

3 つめは育成・教育である。OJT・Off-JT・自
己啓発という古典的な人材育成の枠組みに対し
て，中原（2010，2012）は職場（workplace）とい
う統合的な学習環境の必要性を強調している。そ
こでは学習者は上司，上位者，同僚・同期から業
務支援・内省支援・精神支援などの多様な形態の
学習支援を得ていることが明らかにされている。
実践共同体はその「学習環境としての職場」をさ
らに実り多いものにする可能性をもっている。す
なわち組織内部の人間にはもちづらい非規範的視
点に基づく 3 つの支援も可能であるし，職場の問
題を実践共同体に持ち帰り，有効な知識を得て職
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場に戻るという学習のループも可能である。そし
て職場の他の場所でも正統的周辺参加は分散して
起こっているのであり，実践共同体でも同じよう
に3つの支援が起こることも考えられるのである。

4 つめは知識創造である。Wenger, McDermott 
and Snyder（2002）で議論されているように，実
践共同体は仕事から距離を取った環境で自律的な
学習と知識創造・共有を促進する。そして人に体
化させた形で知識を保持・更新し続けることがで
きるのである。

以上のように実践共同体の役割についてみてき
たが，実践共同体の理論は，既存の理論に取って
代わる，置き換えるものではないことがわかるで
あろう。公式組織と別個の存在であるがゆえに，
実践共同体の学習は既存の学習理論の不足を埋
め，未着手の学習活動を促進し，相互作用によっ
て学習を補完的により豊かにするものである。

Ⅳ　実践共同体研究の今後の展望

本論文では実践共同体の既存研究を整理するこ
とで，その概念の内容，および機能と役割につい
て考察してきた。最後に経営学における実践共同
体研究の可能性について展望する。実践共同体は
経営学においては主に Brown and Duguid（1991）
の主張に基づき，イノベーション研究において取
り扱われてきたが，個人の学習に対する実践共同
体研究は不足しているといわざるを得ない。しか
しひとたび外部に目を向けると，教育学，心理
学，社会学といった経営学以外の分野では，学際
的な研究が多く行われている。これらの知見を活
かしながら，組織論での実践共同体研究も今後の
発展が期待される。その可能性について，以下個
人・組織・組織間・地域社会という次元ごとに検
討し，最後に管理職研究について議論する。

個人レベルの熟達研究では，まず実践共同体の
特性をいかした，キャリアと能力形成の関連とそ
の相互作用にかんする研究があげられる。荒木

（2007）は実践共同体への参加と内省がキャリア
の確立を促進することを，企業内外の勉強会を調
査することで明らかにしているし，荒木（2009）
は個人のキャリアの確立を促進する実践共同体

のあり方として，職場との相互作用やメンバーの
多様性を踏まえた運営と，コーディネーターの配
慮型リーダーシップの重要性を指摘している。実
践共同体による複眼的学習が能力形成のみならず
キャリアの確立をも促進するという研究は今後の
発展が期待される分野であるといえる。また実践
共同体における正統的周辺参加の促進要因につい
ての研究もその蓄積が望まれているといえる。曽
根（2012）は歴史的なアプローチから，宮大工の
長寿企業において技能伝承がどのように行われて
いるかを調査し，掃除を中心とした雑用に取り組
むことが，共同体に埋め込まれている技能を学習
し，十全的参加を促進する実践であることを明ら
かにしている。同様の知見は松本（2003）におけ
る企業デザイナーの技能獲得研究でもみられ，雑
用の意味を内在化することで動機づけを得る過程
として正統的周辺参加を捉えている。

組織・共同体レベルからの研究では，実践共同
体同士の相互作用，そして公式組織と実践共同
体間での二重編み組織における学習サイクルに
ついての研究があげられよう。実践共同体同士
の関係性は学習をより多様なものにするし（Lave 
and Wenger 1991），公式組織との学習サイクルを
構築することは，学習をより効果的にすることが
できる（Wenger, McDermott and Snyder 2002）。
石山（2012）は実践共同体の実践で得られた知
識を所属する企業に環流する「ブローカリング

（brokering）」について，共同体運営のためのス
キル形成と，多重成員性によるアイデンティティ
形成が行われ，所属組織にも重要な影響がもたら
されるとしている。松本（2011b）は教育サービ
スの指導者の実践共同体について調査し，指導者
たちが教育技能を学ぶ実践共同体での実践を通じ
て学習し，さらに優秀な指導者が集まる上位の実
践共同体や，全国レベルの実践共同体に多重に
所属することで，複眼的学習とアイデンティティ
形成を行っていることを明らかにしている。そ
して松本（2013）は介護施設における「学習療法

（learning therapy）」の普及過程を調査し，導入に
成功している施設は実践共同体を形成し，二重編
み組織の学習サイクルを有効に機能させているこ
と，実践共同体の多重所属を通じてスタッフの熟
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達を促進していることを明らかにしている。実践
共同体と組織の関係性を明確にすることで，二重
編み組織の研究はさらに進展すると考えられる。

組織の枠を越えた研究は，その境界を実践に
よって規定するという実践共同体の特性を活かし
た研究分野であり，多様な形態の実践共同体研究
が求められている（金井・山内・中原 2012）。山内

（2010）は大学における多様な実践共同体構築を
促進するための学習環境作りを推奨しているし，
中原（2011）は企業の枠を越えて人材育成の領域
で学習する実践共同体「ラーニングバー」を実践
している。筒井（2011）は医師の情報共有や知識
創造，および新人医師の熟達において，同窓医師
の実践共同体が一定の役割を果たし，新薬の採用
という意思決定にも影響していることを明らかに
している。組織外の人々を結びつける実践共同体
の研究および実践は，今後期待されるところであ
る。

そしてもう 1 つ研究の進展が期待されているの
が，地域社会や地場産業の発展と実践共同体の関
係を追求する研究である。ここにおいて実践共同
体は人材育成や知識共有の場となり，地場産業や
個々の企業，地域の人々，あるいは行政機関と相
互作用する，触媒的な役割を果たしている。関

（2008，2013）は酒造業の技能伝承について複数の
県レベルでの調査を実施し，従来型の徒弟制的な
人材育成システムに代わって，県単位で業界主導
の人材育成システムが構築されていることや，地
域の酒造業者による実践共同体が形成され，補完
的な学習やネットワークの構築などが図られてい
ることを指摘している。田崎（2009）も伏見酒造
業者に対する実践共同体の調査を行い，酒造会社
と実践共同体の多重成員性による学習と相互交流
の過程を明らかにしている。そして松本（2010）
は陶磁器産地における作家の実践共同体について
調査し，作家たちが学習を目的としない，個人的
な親睦を深める等の副次的な共同体を含めた，複
数の実践共同体に多重に所属し，そのことで作陶
技能の向上のための実践共同体の活動を活性化さ
せていることを明らかにしているし，松本（2009，
2011a）は自治体レベルで制度化された「自治体
マイスター制度」が地域レベルでの技能者で構成

される実践共同体の技能伝承活動をもたらしてい
ることを指摘している。このように実践共同体は
地域社会におけるネットワークの結節点としての
機能を果たす可能性があり，地域レベルでの学習
や知識共有という問題を中心に，研究が期待され
る。

最後に管理職の熟達化における実践共同体の役
割というテーマも有望である。正統的周辺参加の
枠組みから，実践共同体の研究は初心者や新人の
熟達という問題と不可分であるという印象が強い
かもしれない。しかし管理職はこれまでの現場社
員と比べて仕事のやり方が変わり，そこから得ら
れる経験が熟達を促進し（松尾 2013），熟達段階
においてもキャリアにおいても 1 つの節目になり
うる（金井・山内・中原 2012）。そこにおいて学習
におけるリーダーシップ（Garvin 2001）や，実践
共同体のコーディネーターのリーダーシップ（荒
木 2009），熟達者をコアにした実践共同体の構築

（松本 2013）といった研究は，管理職研究に対す
る実践共同体の可能性を示唆するものである。特
にすでに熟達段階において中級者の域にある管理
職（元山・金井・谷口 2012）のさらなる熟達にお
いては，実践共同体の多重成員性がもたらす複眼
的学習が寄与することが考えられる。また組織に
おける学習を促進するリーダーシップという観点
からも，研究が望まれるテーマであるといえよう。

＊本稿の執筆にあたっては，文部科学省科学研究費助成事業 
基盤研究 C：課題番号 25380492，および基盤研究 C：課題番号
23530454，の助成を受けた。

1）  紙幅の都合上，詳細なレビューは松本（2003，2012b）を参
照。

2） 二重編み組織と学習については，松本（2011）を参照。
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